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収入の部 （千円） 支出の部 （千円） ％
介護保険収入 7,992 人 件 費 6,411 58.8
介護窓口収入 844 介 護 娯 楽 144 1.3
賛 助 会 費 303 衛 生 費 100 0.9
寄 付 金 585 消 耗 品 345 3.2
借 入 金 1,082 光 熱 水 148 1.4
源 泉 徴 収 8 送 迎 委 託 費 998 9.2
雑 収 入 23
会 議 研 修 59 0.5
印 刷 通 信 89 0.8
地 代 家 賃 1,477 13.6
弁 済 金 1,057 9.7
法 人 税 70 0.6
収 入 計 10,837 支 出 計 10,898 100.0
　理事長は人脈・地脈もあり賛助者層も厚い。賛助会員が160名もあるのが強みである。
しかし賛助会員を増やし次世代を育成するためには新しい人脈を開発する必要がある。こ
の件は利用者や賛助会員への活動報告のため年次総会をもって報告して賛助会員増を訴え
ている。
　一方で，比較的大規模のデイサービスの進展は目覚ましいものがある。利用者数が20－
30名規模であり，稼働率は80－90％あれば収入は安定している。大規模なために費用対効
果もよく効率的な運営をして経営は安定している。福祉施設や医療施設との「複合体」に
併設されたデイサービスは短期入所ベッドや入所施設も常備しているため，先々の施設入
所の可能性を考えて早々に利用先を変更していく人もある。今後の課題として「複合体」
などと提携を行い安定した利用者確保を行うなどの，協力関係をもっていく選択肢を考え
る必要もある6）。
Ⅴ．考　　察
（1）小規模地域密着デイサービスの今後の発展
　地域密着型・小規模多機能型施設が2005年度の介護保険サービス改定の目玉として取り
あげられた。
　住み慣れた町で，顔なじみのひとがあつまる地域に密着した小規模の施設の取り組みは
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利用者からの評判がよく，モデル事業化されている。虚弱や認知症高齢者の特性から考え
られた新しいサービスである。人間関係が安定するため認知症の方もおちついて過ごせる
ようになる。
　直井は「大都市での近所付き合いは匿名的といわれ，近所の人と親しく付き合っている
のは町村では63％であるが大都市では41％にすぎない。孤立化し不安を抱えている人が多
い。大都市の高齢者は子との同居率が低く，子供に頼りたくないという気持ちが強い」と
述べている。「寝たきりになった時にどこで，誰に介護してほしいか？の問い（2001年）
に対し，東京では，男性が，「家で配偶者」が49.9％，女性は8.7％，「家で福祉サービス利
用」は男性が11.5％，女性は19.6％，「施設・病院」は，男性が23.5％，女性は42.1％」と
男女の違いが明らかにある。「家で福祉サービス」を利用したいと願っても，提供されるサー
ビスが十分でなく実現は不可能と認識している者が多く，「施設や病院に入所」したいと
思っている人のほうが大都市では多く，最終的には，施設入所への志向が高いことを示し
ている
5）
。
　現実の生活では，施設が不足しているため，待機期間が長くなる。デイサービス，ホー
ムヘルプなどの地域の在宅サービスを活用して可能な限り自立生活を送り，重度化し，終
末ケアになってようやく施設に入所するのが要介護高齢者の実態となるであろう。小回り
の利く小規模性サービスへのニーズはもっと増える可能性がある。
　在宅ケアの3本柱の一つであるデイサービスに行くことは，心身機能や健康の維持に役
立っている。社会参加の機会を継続的に保障して，生きがい活動を維持することは健康寿
命の延長にも有効である。また独居高齢者の場合には安否確認，健康観察により心身状況
の悪化予測にも対応することもでき，不幸な転帰をとることを防止できる。今後ますます
増加する独居高齢者の健康管理対策にも有効である。さらに小規模多機能型タイプの期待
として夜間の訪問やお泊りサービスなどの，24時間の継続したサービスの拠点となること
も要請されている。
（2）小規模デイサービス経営上の課題
　しかしデイサービスが小規模なるが故の不安材料もある。人件費が支出の高率をしめる
ため積極的な企画を展開できない。収入の不安定から運営も不安定になるなど経営基盤が
弱いことである。したがって小規模デイサービスの活動は理念的には望ましいものである
が，設立者の経営努力や運営責任者の犠牲的精神によって維持しているのが実情である。
今のままでは事業を発展させることはもとより継続する体制が確立できない。経営者は安
定した経営を確立し後継者を育成しなければならない。安定経営を図るためには多くの財
政的支援が必要である。
　小規模多機能型居宅介護は宅老所というサービス拠点が原型である。介護保険開始前か
ら市民の活動として始まっていた。介護保険が始まり単独型通所事業として指定を受ける
ようになった。介護保険に位置づけられたことにより，運営基準が厳しくなり，やりにく
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くなるのではないかとの不安が関係者にはある
7）
。市町村権限によるため事業所数の限定
の動きもある。最大のネックは夜勤者の確保であるといわれる。日中の継続でそのままデ
イサービスに宿泊してもらうことや，家庭を訪問して様子を見る等の柔軟な対応をするた
めには優秀な人材の確保が必要である。地域密着型サービスは住み慣れた所で地域を離れ
ずに，施設と同じように24時間365日の安心が確保できることが目標であるため職員の精
神的な負担及び心身ストレスの負荷増が懸念される。
　また日中は通いで，夜間は状況に応じて宿泊整備するためには，施設の基準として，夜
間対応利用者9名迄に対して2名の職員が必要となる。それだけの人員を確保するために
は，単独のデイサービスでは負担が多く，泊まりの職員を確保することは難しい。定員基
準では，1事業所当たり登録定員は25名以下，通所サービスは1日当たり15名以下，宿泊は
9名迄に対して管理者1名，介護職員は通い利用者3名に対し1名，訪問対応1名となり，5名
程度の職員を置かなければならない。ケアマネジャーも1名（非常勤でも可）置く必要が
ある。これでは大規模なデイサービスとほぼ同程度の人件費が必要である。また資金力の
大きな組織体でなければ安定経営は難しい。個人で運営している事業所は人のやりくりで
相当の経営努力が必要となる。対応策として，同じ志をもつ地域の事業所同士が連携共同
により経営の安定化を図るよう積極的に声を上げることが望まれる。
（3）保健・医療・福祉複合体の方向性
　すでに二木は介護保険開始前に介護保険のサービスを提供する「保健・医療・福祉複合
体」というものの機能について提言した。これは医療サービスと福祉サービスを一体的に
提供するものである。地域をシェアし，経営的にもサービスの質を維持するために，また
医療と介護を切れ目なく提供できるためには利用者からみてメリットがある。多様な地域
のネットワーク化が増えることを予測しており，また実際にそのとおりとなっている。非
営利組織が主体となることにより営利企業を傘下に持ったり，共同事業とする可能性があ
る。問題点として利用者を囲い込む恐れもある。複合体は縦割り行政や医療と福祉との反
目によって各種のサービスが分断される恐れもある。それを防ぐためには経営情報の公開，
市民の監視により囲い込みによる利益部門への集中化をさせないことなど，市民参加によ
るチェック機能を強化することが求められる。良心的な複合体とは協力関係を維持するこ
とが望まれるなどと言及している
6）
。
　地域保健・医療・福祉におけるサービス計画をもとにどのような複合体を再編成してい
くか，本来は，市町村の責任において，人々の保健・医療・福祉ニーズを把握し過不足な
く供給すべきである。そのために地域の実態を把握し計画的にサービスを提供することが
求められる。
（4）小規模デイサービスを利用するメリットとデメリット
1． 地域に密着した小規模デイサービスは，高齢者にとって至便性がある。くらし慣れた
地域で，継続性があり顔なじみの人たちに囲まれ，日常生活の延長線上において，会
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話や歌，体操などで健康管理，手芸やレクリエーションによる生きがい活動として脳
の活性化，認知症の防止になるメリハリのある生活が確保できて生活の質が向上する。
2． 小規模の特徴を生かして大規模デイサービスにはない，各自の個別的なケア展開は集
団活動に不向きな中軽度の認知症の高齢者にとってもなじみの関係を形成し，自立度
の高い生活を送ることに有効である。要介護状態の単身者でも，きめこまかな支援が
あれば，これまでと変わらずに地域で継続して生活することができる。
3． 独居高齢者が認知症の進行により，24時間の継続的な介護が必要となった時点では生
活行為の援助に限界もあり，独居生活が困難となり施設入所を選択せざるを得ない。
4． デメリットは，小規模デイサービスでは，利用者の不安定さから経営上困難を抱えて
おり，維持するために経費のサポートが必要である。安定した経営にするために経営
改善策を考える必要がある。安定した利用者確保，地域における存在意義を確認し，
地域ケアサービスの重要な拠点として広範な市民層から物心両面からの理解と支援が
必要である。
5． 近隣の事業所のケアマネジャーに小規模デイサービスの介護の質の良さについてニー
ズがある人に紹介してもらい，ケアプランに織り込んでもらう必要がある。民生委員
や地域包括支援センターに向けて小規模デイサービスの特色を宣伝するために資料提
供をおこなう。関係者の会議などに顔を出し地域連携の有効性を宣伝するなどの積極
的かつ自主的な動きが必要である。
（5）今後の課題
①　地域介護事業所間の連携　
　多様なサービスをきめ細かく配置して営業努力をはかる。地域の人たちに選択され発展
するためには介護サービスの質の向上は，必須条件である。サービスの良さを目にみえる
形で宣伝するためにきめ細かな情報提供を行う。多様な要求にこたえつつ，顧客ニーズの
把握につとめ，質の良い介護を提供する。
　地域の他業種の事業所と協力連携関係を構築する。そのためには地域全体にある他の事
業所にとっても相互援助・共存共栄が得策であることを理解してもらう。事業所同士が連
携協力して，利用者に適切な事業所の情報を提供し，推薦し，顧客に選択してもらえるよ
うにする。
　誰もがいつでも必要な介護サービス情報を手にするような共同の情報提供システムの開
発が必要である。空き室情報などをリアルタイムで提供できるようにホームページなどを
開発する。利用者の囲い込みを防ぐためには，情報開示，相互協力の理念がはぐくまれる
必要がある。
②　競争主義の反省と脱却
　企業同士の競争ではなく，規模の差異を乗り越えて助け合うことこそ福祉事業の使命で
ある。市場原理をそのまま採用すれば弱肉強食の自由経済となり零細な介護事業所は発展
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できない。福祉サービスにおいては営利優先ではサービスの質が担保できないことを広く
市民に知らせ合意を得る必要がある。営利追求を優先して破たんした某介護企業では内部
からも批判があったという。
　たとえば，デイサービスが拠点となり定年後の団塊の世代等に働きかけて「生きがい活
動家」を育成する。非営利事業で「生涯発達」成長を目的とする介護事業として発展させ
る。日本的な相互援助方法を開発し，隣組の互助活動を育成する。介護保険導入前に各地
で行われていたポイント貯蓄方式の介護保障制度などの再評価を行う。介護の社会化につ
いて原点に帰り，不足しているサービスの開発を行う。
　介護サービスを提供する裾野を広げるために，高齢者への介護知識をマスコミなどで広
報する。健康増進，予防医学，セルフケア，メンタルヘルスなどの対人関係改善技術を団
塊世代の市民を対象に教育する。NPO法人や社会教育機関を活用する。その結果，介護技
術の一般教養化を図り，市民が活用できるようにする。誰でもできるケアの拡大をはかる。
軽い認知症の方への援助方法なども知らせる。現在「認知症サポーター 100万人育成」運
動が行われているのでこれらに連携する。
③　サービス提供人材の育成，研鑚
　介護の事業所においては人件費が80－90％を占めている。一般の営利企業との違いは機
械や建物などの設備投資はいらない代わりによい人材を備えていることが優良事業所であ
る。すぐれた人材育成は国を挙げて支援するべきである。そのためには賃金水準をアップ
し優秀な人材が集まる基盤を整備するべきである。2008年8月に多くの国民の支持を得て
介護職員の待遇を挙げるよう運動があり，世論の動きをバックに厚生労働省は「新人材確
保指針」を告示した。厚生労働省の資料でも介護系労働者の月例賃金は平均20.8万円で全
労働者の平均33万円と比較して12万円も低く，年収では200万円近く低いという。そのた
め年間離職率が20％を超える。平均勤続年限は5年間である。その理由が2度にわたる介護
報酬の引き下げで，介護報酬の収入が低下したことである。100名規模の特別養護老人ホー
ムでは約1割の減収になったという。施設は自衛処置として人件費の圧縮のために，賃金
の引き下げや非正規職員を増やすなどの対応策を実施し，その結果介護の質の低下にも拍
車をかけた
8）
。
　人材育成のためには，介護職員の研修や自己研鑽の費用のほか，安心して家庭を営める
収入の保障がなくては良い人材は育たない。人材難と処遇の悪化という悪循環を断ち切り
真に実効ある介護職員の待遇改善のために，どこに財政的な施策をあてがうか，よくター
ゲットを見定め必要な処置をすべきである。「福祉は人なり」という前人の知恵を忘れて
はならない。
　また2012年度からはすべての介護福祉士は国家試験が義務付けられている。その際に留
意すべきは，介護職員の重層性である。さまざまな出身領域の職員をカバーできる広域の
職場研修能力を持つ必要がある。また介護福祉士教育者が基礎教育の時点で国家試験をク
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リアーできるよう教育力を身につけていなければならない。介護職員としての専門知識と
技術と職業倫理を身につけた学生を輩出していくようすべての介護福祉教育者が研鑚し積
極的に教育に参画すべきである。卒後教育にも協力を惜しまず優秀な人材育成の責任を果
たすことが必要である。
④　運営の安定化の努力
　よい介護を継続して供給できれば，利用者が安定し収入も安定化するはずである。
　しかし一つの介護事業所のみでは援助力に限界がある。一部の不誠実な事業所のおかげ
で「安かろう，悪かろう」という固定観念が定着してしまっているのである。その世論に
抗して小規模の良さを知らせる世論作りが必要である。
　常に一定の利用者が確保できるよう，民生委員やケアマネジャーとの共同，医療機関と
の連携を行うのもよい。パンフレットやチラシ，口コミ，ニュース発行などを計画する。
第三者評価機関からの評価結果を公表し利用する際の選択条件にするのもよいと思われ
る。その結果本当に良い事業所が発展するような世論の後押しをもとめる。
（6）関連機関との協力連携
在宅サービス充実への提言・在宅ケアをサポートする地域保健医療福祉連携
在宅ケアのすきまを埋める地域包括支援センターへの期待
　地域で死ぬまで安定して暮らすためにはデイサービスだけでなく総合的な援助体制によ
るネットワークが必要である。また医療的ケアを必要とするため，かかりつけ医の確保が
最低条件である。近年問題になっている都会の孤独死の背景には，終末ケアをになう人や
機関の不足が懸念されている。医療機関にあった療養型病床の削減，家族介護者の不足か
ら単身高齢者への援助ニーズが増えることが予測されている。最晩年の終末ケアをどこで
責任を取るのか大いに検討する必要がある。ベッドを減らしすぎて終末ケア難民が多発し
ないよう注意しなければならない。徘徊老人の緊急一時保護のための「老人かけこみ寺」
は緊急のニーズである。または24時間体制のホームヘルプ制度も手厚くし潤沢に利用でき
るようサービス提供の量を確保することも必要である。
　有力な存在は「地域包括支援センター」の連携機能である9）。民生委員及び市民ボラン
テイアなどの地域福祉ネットワークを動員して，日頃から一人暮らし高齢者の実態を調査
し，その健康管理状況と生活状況の把握をして自立生活を助ける。病気の早期発見・早期
治療を支援し，持病の悪化を予防し重度化させないことが健康管理責任者の役割である。
終末期ケアの支援も必要である。利用者本人の希望を尊重し，できるだけ自宅で過ごせる
よう生活支援を行う。地域包括支援センターのケアマネジャー，保健師や看護師，ケアワー
カー，ホームヘルパーのチームによる「みとりケアチーム」を組織していく必要がある。
終末期をみとり「死亡診断書」を書いてくれる「かかりつけ医」の存在も必要である。開
業医とよい関係になることは安心生活の第一条件である。しかし開業医の高齢化も進んで
いるため地域医療を担う中核医療機関の医師の充足も重要である。
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（7）介護費用の負担について
　かつて郵政省がボランテイア貯金を売り出していたが利息の一部をボランテイア基金に
寄付するというものである。企業が利益を上げたときにその一部を社会福祉に寄付する文
化を育てる必要がある。我が国には健全な寄付文化がない。あるいは高額所得者（年収
1000万円以上位）に福祉目的税をかけるのもやむをえない。目的を明示しその結果を報告
してもらい対費用効果を知ることができるとよい。現在の消費税の制度は，地域の消費を
冷やして消費経済活動が圧迫されるおそれがある。高額所得者には負担が重い累進課税を
かけて，支払い能力のある人が負担すべきである。また国民利益の立場で優先順位をつけ
不急事務の見直しを徹底すれば介護保険にかける国家予算をふやすことはできる。介護保
険の報酬の見直しは最優先の問題である。次年度は介護報酬を3％ひきあげるというが過
去に二度ほど引き下げがあったので，今回の引き上げには5％以上が必要と言われている。
また介護保険費用の値上げにならないようとの要求もある。根本的な介護保険財政確立の
検討を行い支払い能力のある人からのみ徴収するのが本来である。
Ⅵ．まとめ
　小規模多機能デイサービスは，多様な介護ニーズにこたえられる様々な地域のサテライ
トタイプのサービス提供拠点として重要である。
　地域密着型のデイサービスは地域住民にとって，しきいが低く，在宅ケアで困った時に
駆け込める場所になりうる。最も住民の身近にあって，頼りになる存在である。しかし内
情は経営基盤が弱く，大勢のスタッフを抱えることができない。営利を追求して人件費を
生み出すことができない。人々の善意とつながりにより支えられているのが実情である。
公的サービスの代わりに民間篤志家の犠牲により運営されているのでは時代錯誤になる。
また景気に左右されないで公的・私的資本の投入を訴えるために，超高齢社会を支えて地
域を活性化していることを世に知らせて国民の世論作りをする必要がある。介護職の処遇
の改善，介護保険の経費の補完についても同様である。必要なところに必要な資本投入を
することが高齢者の生命と人権を守るためにも不可欠である。
　そのためにはデイサービスを拠点に介護スタッフの育成強化，利用者本位のきめ細かな
個別ケアサービス提供，提供すべきサービスの質の向上，地域ケアとしてのまちづくりの
ノウハウ，医療と保健福祉のネットワーキングとケア体制の確立，など地域福祉計画にも
参画していき，利用者本位の個別性を優先した介護サービス計画のモデルを示すことが必
要となる。
　誰でも必要が生じたらすぐに受けられるセーフテイネットが張り巡らせることが必要で
ある。
　小規模デイサービスの運営上の利点は地域特性に合わせた運営ができることである。利
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用者の慣れ親しんだ地域には，その人を知っている顔みしりの関係があり，数多くのサポー
ターがいる。顔みしりがあふれている町には犯罪も少ない。あぶないときには声をかけて
危険回避できるよう保護したり，運転手のほうがよけてくれるやさしい地縁関係がある。
悪意による犯罪に巻き込まれることがなく，生命と財産が守られる誰もが安心して過ごせ
る町がある。
　地域包括支援センターは地域福祉の拠点として，最低人員だけでなく必要な職員数の充
足が望まれる。独居高齢者がふえれば，家族に代わり地域包括支援センターが援助や見守
りをおこなうことになろう。手だすけが必要なときには継続性・総合性があり，地域に根
付いたきめ細かなサービスをおこなう顔みしりの関係，医療も介護も地域で調達できるの
が望ましい。地域に根付いた機関として小規模多機能型デイサービスの果たす機能は重要
なものがある。
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